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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期
第１四半期
累計(会計)期間

第22期
第１四半期
累計(会計)期間

第21期

会計期間

自平成21年
６月１日
至平成21年
８月31日

自平成22年
６月１日
至平成22年
８月31日

自平成21年
６月１日
至平成22年
５月31日

売上高（千円） 75,786 252,059 737,952

経常損失（△）（千円） △121,881△14,057△255,106

四半期（当期）純損失（△）

（千円）
△127,029△21,252△279,141

持分法を適用した場合の投資損失（△）（千円） － △8,768 －

資本金（千円） 779,125 780,221 779,125

発行済株式総数（株） 57,879 57,979 57,879

純資産額（千円） 1,346,9561,178,2221,196,378

総資産額（千円） 1,440,5661,427,7441,843,222

１株当たり純資産額（円） 24,588.0321,424.2721,811.30

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）（円） △2,319.08△387.27△5,095.78

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

１株当たり配当額（円） － － －

自己資本比率（％） 93.5 82.4 64.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△310,602△32,383△657,896

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△38,296 59,660 △19,832

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
125 △199,150 360,936

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 417,987 277,073 451,530

従業員数（人） 29 24 25

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。　

３．第21期第１四半期会計期間については当社には関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資損

失は記載しておりません。

４．第21期に当社が有している関連会社は、利益基準及び剰余金基準から見て重要性の乏しい関連会社であるた

め、持分法を適用した場合の投資損失の記載を省略しております。　

５．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり

四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年８月31日現在

従業員数（人） 24 (17)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第１四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社は、主に美術品を対象としたオークション運営事業を行っており、生産実績の記載はしておりません。

(2）受注実績

　当社は、受注生産を行っておりませんので、受注実績の記載はしておりません。

(3）販売実績

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

 
取扱高
（千円）

前年同
四半期比
（％）　　

売上高
（千円）

前年同
四半期比
（％）　

オークション
開催数（回）

オークション
出品数（点）

オークション
落札数（件）

落札率
（％）

近代美術オークション 632,890540.3117,697309.5 1 150 138 92.0

近代陶芸オークション 49,940 23.9 11,798△9.2 1 197 178 90.4

近代美術PartⅡオークション 59,675 38.8 16,835 23.2 1 380 369 97.1

その他オークション（注）1 24,635△0.2 5,347△29.2 1 166 138 83.1

オークション事業合計 767,140271.0151,678141.0 4 893 823 92.2

プライベートセール 79,335174.7 75,5571,511.4                 

その他 223,182689.0 24,823204.7                 

その他事業合計 302,517429.2100,381682.0                 

合計 1,069,657305.2252,059232.6                 

　（注）１．その他オークションの開催については、出品の状況により随時開催しております。当第１四半期会計期間（平

成22年６月１日～平成22年８月31日）は、Jewellery＆Watchesオークション１回を開催しております。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。　

　
前第１四半期会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

当第１四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

　 金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

美術商（注）４、５ － － 73,809 29.3

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

４．当該顧客がオークションでの落札及びプライベートセールにて作品を購入した金額を記載しており、当該取

引は一過性であります。

５．前第１四半期会計期間の販売実績割合は、総販売実績の100分の10未満のため、記載を省略しております。　

６．当社の事業構造として、オークションが第２四半期及び第４四半期に多く開催される傾向があるため、四半

期会計期間別の業績には季節的変動があります。
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２【事業等のリスク】

当第１四半期会計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクにおいて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。　

（１）業績の状況　

　当第１四半期（平成22年６月１日～平成22年８月31日）におけるわが国の経済は、政府の経済対策の効果や輸出関

連業種を中心とした業況回復により、足元の景気は緩やかな回復傾向にあったものの、米国や欧州の金融不安を背景

とする急激な円高や株価の変動などにより、景気が下押しされるリスクが強まってきており、非常に先行き不透明な

状況となっております。

このような環境の下、当社は引き続き徹底したコスト管理のもと高額美術品を中心とした優良作品のオークション

への出品及び富裕層を中心とした美術品コレクターのオークションへの参加促進に努めてまいりました。

その結果、当第１四半期会計期間は、取扱高1,069百万円（前第１四半期比305.2％増）、売上高252百万円（同

232.6％増）と前年同期比で大幅に伸長することができました。当第１四半期のオークション開催数は前年同期と同

数の４回でありましたが、出品点数は前年同期比で60.9％増となり、落札率も92.2％と高水準を維持し、取扱高及び売

上高ともに増加となりました。

利益面におきましては経常損失、四半期純損失となりましたが、売上高の増加に加え販売費及び一般管理費の削減

も進んでおり、損失金額は21百万円（前第１四半期は127百万円の損失）と、当初の予想の範囲内であると認識してお

ります。　

（２）キャッシュ・フローの状況　

当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は平成22年５月末より174百万円減少

し、277百万円となりました。当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のと

おりです。　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

営業活動の結果使用した資金は32百万円（前第１四半期比89.6％減）となりました。これは主にオークション未収

入金の増加による減少119百万円及びオークション未払金の減少による減少196百万円に対し、前渡金の減少による増

加209百万円及びたな卸資産の減少による増加77百万円によるものであります。　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

投資活動の結果獲得した資金は、59百万円（前第１四半期は38百万円の使用）となりました。これは主に定期預金

の預入、払戻の差引による収入60百万円によるものであります。　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

財務活動の結果使用した資金は199百万円（前第１四半期は0.1百万円の獲得）となりました。これは主に短期借入

金の純増減（△は減少）の201百万円の減少によるものであります。　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題　

当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

（４）研究開発活動

該当事項はありません。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

シンワアートオークション株式会社(E05450)

四半期報告書

 6/27



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 180,000

計 180,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年８月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成22年10月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 57,979 57,979

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式で

あります。なお単元株制度は

採用しておりません。

計 57,979 57,979 ― ―

 （注）１．「提出日現在発行数」欄には、平成22年10月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

２．第１四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、大阪証券取引所ヘラクレスであります。

なお、大阪証券取引所ヘラクレスは、平成22年10月12日付で新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合さ

れており、同日以降の上場金融商品取引所は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）であります。　
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（２）【新株予約権等の状況】

①　会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づく新株予約権の内容

（平成22年３月25日取締役会決議による第２回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成22年８月31日）

新株予約権の数（個） 1,800

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,800

新株予約権の行使時の払込金額（円） 21,500

新株予約権の行使期間
自平成22年４月９日

至平成27年４月８日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円）

発行価格　　  21,500

資本組入額　  10,964

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）６

（注）１．本新株予約権は、新株予約権１個につき427円で有償発行しております。

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で未行使の新株予約権の目的となる株式数についての

み行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、当社が、当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株

予約権の行使に基づく自己株式の譲渡及び株式交換による自己株式の移転の場合を除く。）は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式に

係る自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株

式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。さらに、上記のほか、当社が他社と合併する場

合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理

的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものとする。

４．①相続した新株予約権を行使することはできない。

②割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に株式会社大阪証券取引所ヘラクレス市場に

おける当社普通株式の普通取引終値が一度でも権利行使価額に50％（ただし、上記３に準じて取締役会に

より適切に調整されるものとする。）を乗じた価格を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての本

新株予約権を権利行使価額（ただし、上記３に準じて取締役会により適切に調整されるものとする。）で

行使期間の満期日までに行使しなければならないものとする。ただし、次に掲げる場合に該当するときは

この限りではない。

(a) 当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合

(b) 当社が法令や大阪証券取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していなかったこ

とが判明した場合
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(c) 当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日において前提とされていた事情

に大きな変更が生じた場合

(d) その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした場合

③新株予約権割当契約に違反した場合には行使できないものとする。

５．本新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要する。

６．組織再編行為の際の募集新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に募集新株

予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以

下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、

以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

   新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

   再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

   組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記２に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

上記３で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記６（３）に従って決定される当

該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

平成22年４月９日（当新株予約権を行使することができる期間の初日）と組織再編行為の効力発生日の

うち、いずれか遅い日から平成27年４月８日（当新株予約権を行使することができる期間の末日）までと

する。

（６）譲渡による新株予約権の取得の制限

   譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

（７）その他新株予約権の行使の条件

   上記４に準じて決定する。

（８）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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②　会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づく新株予約権（ストック・オプション）の内容

（平成22年３月25日取締役会決議による第３回新株予約権）

区分
第１四半期会計期間末現在

（平成22年８月31日）

新株予約権の数（個） 2,550

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,550

新株予約権の行使時の払込金額（円） 25,800

新株予約権の行使期間
自平成24年４月９日

至平成27年４月８日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

格及び資本組入額（円）

発行価格　　  25,800

資本組入額　  12,900

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）６

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で未行使の新株予約権の目的となる株式数についての

み行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

  また、当社が、当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株

予約権の行使に基づく自己株式の譲渡及び株式交換による自己株式の移転の場合を除く。）は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

  なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式に

係る自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株

式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。さらに、上記のほか、当社が他社と合併する場

合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理

的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものとする。

３．①新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、

取締役会が正当な事由があると認めた場合はこの限りではない。

②新株予約権割当契約に違反した場合には行使できないものとする。

４．新株予約権の取得に関する事項

（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約、または当社が分割会社となる会

社分割についての分割契約・分割計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない会社分割の

場合は取締役会決議）がなされたとき、ならびに株式移転の議案につき、株主総会の決議がなされたとき

は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、新株予約権の全部を無償にて取得することがで

きる。

（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記３に定める規定により新株予約権の行使ができなくなった場合

は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、当該新株予約権を無償で取得することができ

る。
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（３）新株予約権者が新株予約権の放棄を申し出た場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもっ

て、当該新株予約権を無償で取得することができる。

（４）新株予約権の割当日から１ヶ月後の応答日より１ヶ月の間に、株式会社大阪証券取引所ヘラクレス市場に

おける当社普通株式の普通取引終値の１月間（当日を含む直近の21本邦営業日)の平均株価（１円未満の

端数は切り下げ）が一度でも行使価額の80％（１円未満の端数は切り下げ）以下となった場合には、当社

は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、当該新株予約権を無償で取得することができる。

（５）新株予約権の割当日から６ヶ月後の応答日より１ヶ月の間に、株式会社大阪証券取引所ヘラクレス市場に

おける当社普通株式の普通取引終値の１月間（当日を含む直近の21本邦営業日)の平均株価（１円未満の

端数は切り下げ）が一度でも行使価額の100％（１円未満の端数は切り下げ）以下となった場合には、当

社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、当該新株予約権を無償で取得することができる。

（６）新株予約権の割当日から１年後の応答日より１ヶ月の間に、株式会社大阪証券取引所ヘラクレス市場にお

ける当社普通株式の普通取引終値の１月間（当日を含む直近の21本邦営業日)の平均株価（１円未満の端

数は切り下げ）が一度でも行使価額の115％（１円未満の端数は切り下げ）以下となった場合には、当社

は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、当該新株予約権を無償で取得することができる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

６．組織再編行為の際の募集新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約

権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下

の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記１に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上

記２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記６．（３）に従って決定される当該

新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

平成24年４月９日（当新株予約権を行使することができる期間の初日）と組織再編行為の効力発生日のう

ち、いずれか遅い日から平成27年４月８日（当新株予約権を行使することができる期間の末日）までとす

る。

（６）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

（７）その他新株予約権の行使の条件

上記３に準じて決定する。

（８）新株予約権の取得事由及び条件

上記４に準じて決定する。

（９）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

 

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年６月１日～

平成22年８月31日（注）

　

100 57,979 1,096 780,221 1,096 384,971

 （注）新株予約権の行使による増加であります。

　

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年５月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。　

①【発行済株式】

 平成22年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  3,098 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 54,781 54,781 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 57,879 － －

総株主の議決権 － 54,781 －

 

②【自己株式等】

 平成22年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

シンワアートオーク

ション株式会社　

東京都中央区銀座

７－４－12　
3,098 － 3,098 5.35

計 － 3,098 － 3,098 5.35

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
６月

７月 ８月

最高（円） 26,89023,60024,000

最低（円） 21,50019,80020,000

　（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。　

 

 

 

 

EDINET提出書類

シンワアートオークション株式会社(E05450)

四半期報告書

13/27



第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期会計期間（平成21年６月１日から平成21年８月31日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21

年６月１日から平成21年８月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

22年６月１日から平成22年８月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年６月１日から平成22年８月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年６月１日から平成21

年８月31日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年６月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期会計期間（平成22年６月１日から平成22年８月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

22年６月１日から平成22年８月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は連結子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年８月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 537,073 771,530

オークション未収入金 175,743 56,220

商品 232,404 310,363

前渡金 334,991 544,396

その他 55,577 57,013

貸倒引当金 △274 △69

流動資産合計 1,335,517 1,739,454

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※
 22,161

※
 24,471

車両運搬具（純額） ※
 2,296

※
 2,787

工具、器具及び備品（純額） ※
 3,950

※
 4,358

有形固定資産合計 28,409 31,617

投資その他の資産

その他 126,411 135,640

貸倒引当金 △62,593 △63,490

投資その他の資産合計 63,818 72,149

固定資産合計 92,227 103,767

資産合計 1,427,744 1,843,222

負債の部

流動負債

買掛金 469 439

オークション未払金 6,632 202,901

短期借入金 159,000 360,000

未払法人税等 1,284 3,341

賞与引当金 9,342 13,698

その他 51,943 44,413

流動負債合計 228,671 624,793

固定負債

退職給付引当金 20,850 22,050

固定負債合計 20,850 22,050

負債合計 249,521 646,843
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年８月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年５月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 780,221 779,125

資本剰余金 384,971 383,875

利益剰余金 98,448 119,700

自己株式 △87,856 △87,856

株主資本合計 1,175,785 1,194,844

新株予約権 2,437 1,533

純資産合計 1,178,222 1,196,378

負債純資産合計 1,427,744 1,843,222
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成21年８月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年８月31日)

売上高 75,786 252,059

売上原価 45,414 126,466

売上総利益 30,372 125,592

販売費及び一般管理費 ※1
 152,073

※1
 136,339

営業損失（△） △121,701 △10,746

営業外収益

受取利息 439 301

受取査定報酬 92 －

受取保管料 － 1,011

その他 459 389

営業外収益合計 991 1,701

営業外費用

支払利息 － 1,104

為替差損 1,170 3,908

その他 0 －

営業外費用合計 1,170 5,012

経常損失（△） △121,881 △14,057

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 692

未払配当金戻入益 298 561

特別利益合計 298 1,253

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8,225

事務所移転費用 5,107 －

特別損失合計 5,107 8,225

税引前四半期純損失（△） △126,689 △21,029

法人税、住民税及び事業税 340 222

法人税等合計 340 222

四半期純損失（△） △127,029 △21,252
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成21年８月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △126,689 △21,029

減価償却費 2,882 3,208

貸倒引当金の増減額（△は減少） 70 △692

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,265 △4,356

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,350 △1,200

受取利息及び受取配当金 △439 △301

支払利息 － 1,104

為替差損益（△は益） 1,049 3,146

売上債権の増減額（△は増加） 23,428 －

オークション未収入金の増減額（△は増加） 371,612 △119,523

たな卸資産の増減額（△は増加） △36,632 77,958

前渡金の増減額（△は増加） △154,808 209,404

仕入債務の増減額（△は減少） △21,000 30

オークション未払金の増減額（△は減少） △335,510 △196,269

未収消費税等の増減額（△は増加） 14,170 5,345

その他 △43,054 11,958

小計 △309,537 △31,214

利息及び配当金の受取額 420 225

利息の支払額 － △762

法人税等の支払額 △1,485 △632

営業活動によるキャッシュ・フロー △310,602 △32,383

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △8,698 －

定期預金の預入による支出 △85,000 △85,000

定期預金の払戻による収入 70,000 145,000

差入保証金の差入による支出 △15,186 △339

その他 588 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △38,296 59,660

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △201,000

株式の発行による収入 125 2,150

配当金の支払額 － △300

財務活動によるキャッシュ・フロー 125 △199,150

現金及び現金同等物に係る換算差額 △833 △2,583

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △349,607 △174,457

現金及び現金同等物の期首残高 767,594 451,530

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 417,987

※
 277,073
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

１．会計処理基準に関する事項の変更　

（１）資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用してお

ります。

　これにより、営業損失及び経常損失はそれぞれ392千円増加しており、税引前四半期純損失は8,617千円増加してお

ります。また、当会計基準等の適用開始による敷金及び保証金の変動額は8,225千円であります。

　

　

【簡便な会計処理】

 該当事項はありません。　

　

　

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 該当事項はありません。

EDINET提出書類

シンワアートオークション株式会社(E05450)

四半期報告書

19/27



【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成22年８月31日）

前事業年度末
（平成22年５月31日）

※有形固定資産の減価償却累計額は、112,069千円でありま

す。

※有形固定資産の減価償却累計額は、108,861千円でありま

す。　

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。　

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。　

給与手当  42,238千円

賞与引当金繰入   2,070千円

退職給付費用   1,100千円

給与手当  34,901千円

賞与引当金繰入   9,342千円

退職給付費用   1,000千円

２．季節的変動要因

当社の事業構造として、オークションが第２四半期及

び、第４四半期に多く開催される傾向があるため、四半

期会計期間別の業績には季節的変動があります。

２．季節的変動要因

　　　　　　　　　同左

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係　

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係　

（平成21年８月31日現在） （平成22年８月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 752,987

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △335,000

現金及び現金同等物 417,987

 （千円）

現金及び預金勘定 537,073

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △260,000

現金及び現金同等物 277,073
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年８月31日）及び当第１四半期累計期間（自　平成22年６月１日　至　平成22年

８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　57,979株　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　 3,098株　

３．新株予約権等に関する事項

（１）平成22年第２回新株予約権

新株予約権の目的となる株式の種類　 普通株式　

新株予約権の目的となる株式の数　 1,800株　

新株予約権の四半期会計期間末残高　 768千円　

（２）ストックオプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期会計期間末残高　 1,669千円　

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

　

　

（金融商品関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年８月31日） 

　現金及び預金、オークション未収入金、前渡金、オークション未払金及び短期借入金が、会社の事業の運営にお

いて重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。
　

科目
四半期貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金　 537,073 537,073　 －　

(2)オークション未収入金 175,743 　 　

貸倒引当金（※）　 △274　 　 　

差引　 175,469　 175,469　 －　

(3）前渡金 334,991 334,991 －

(4)オークション未払金　 6,632　 6,632　 －　

(5)短期借入金　 159,000　 159,000　 －　

※オークション未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。　

　

（注）金融商品の時価の算定方法

(1)現金及び預金 (2)オークション未収入金 (3)前渡金

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(4)オークション未払金 (5)短期借入金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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（有価証券関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年８月31日）　

　該当事項はありません。　

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年８月31日）　　

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。　

（持分法損益等）

前第１四半期累計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）

　該当事項はありません。　

当第１四半期累計期間（自　平成22年６月１日　至　平成22年８月31日）

１．関連会社に関する事項　 　

関連会社に対する投資の金額　 20,400千円

持分法を適用した場合の投資の金額　 6,709千円

持分法を適用した場合の投資損失の金額（△）　 △8,768千円

２．開示対象特別目的会社に関する事項

　該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成22年６月１日　至　平成22年８月31日）

四半期財務諸表への影響額に重要性がないため、記載を省略しております。

（企業結合等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成22年６月１日　至　平成22年８月31日）

該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は美術品を中心としたオークションの企画・運営事業を展開しており、取扱作品、価格帯により近代美

術オークション、近代陶芸オークション、近代美術PartⅡオークションを定期的に開催しております。その他

Jewellery&Watches、西洋美術及びワイン等のオークションを随時開催しております。また美術品等の直接取

引を希望する顧客を仲介するプライベートセール事業を行っております。

したがって、当社は取扱品目、価格帯及び取引形態別のセグメントから構成されており、「近代美術オーク

ション」、「近代陶芸オークション」、「近代美術PartⅡオークション」、「その他オークション」及び「プ

ライベートセール」の５つを報告セグメントとしております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期会計期間（自平成22年６月１日　至平成22年８月31日）

（単位：千円）　

　

報告セグメント
その他

（注）2
合計近代美術

オークション

近代陶芸

オークション

近代美術PartⅡ

オークション

その他　

オークション

(注）1　

プライベート

セール　
計

売上高 117,69711,79816,8355,347　 75,557　 227,23524,823252,059

セグメント

利益
99,751 6,741 11,6191,447　 290　 119,8505,742125,592

（注）１．「その他オークション」の区分には、Jewellery&Watchesオークションの結果を記載しております。

２．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、交換会等での販売及び貸会場事業

等を含んでおります。　

　　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）　

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 119,850　

「その他」の区分の利益 5,742　

全社費用（注） △136,339　

四半期損益計算書の営業損益 △10,746　

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

　　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。　

　

（追加情報）

当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成22年８月31日）

前事業年度末
（平成22年５月31日）

１株当たり純資産額 21,424.27円 １株当たり純資産額 21,811.30円

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △2,319.08円 １株当たり四半期純損失金額 △387.27円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

純損失であるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

純損失であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

四半期純損失（千円） △127,029 △21,252

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） △127,029 △21,252

期中平均株式数（株） 54,776 54,877

（重要な後発事象）

　

当第１四半期会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

ストック・オプション（新株予約権）の取得及び消却

  当社は、平成22年10月12日開催の取締役会において、下記のとおりストック・オプション（新株予約権）の取得及び

消却について決議いたしました。　

（1）ストックオプション（新株予約権）の取得及び消却をする理由 

 　(2)[新株予約権等の状況]②会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づく新株予約権（ストック・オプショ

ン）（注）４．新株予約権の取得に関する事項の（５）の条項に基づき、会社による新株予約権の無償での取得及

び消却を行うものであります。

（2）消却の対象となる新株予約権 

　　第３回新株予約権

（3）取得及び消却する新株予約権の数

　　新株予約権2,550個（目的となる株式の数2,550株）

（4）消却の実行日

　　平成22年10月29日

　

 

（リース取引関係）

当第１四半期会計期間（自　平成22年６月１日　至　平成22年８月31日）　

　該当事項はありません。　

２【その他】

該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年10月14日

シンワアートオークション株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　惠一　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石田　勝也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシンワアートオーク

ション株式会社の平成21年６月１日から平成22年５月31日までの第21期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年６月１

日から平成21年８月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年６月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、シンワアートオークション株式会社の平成21年８月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年10月14日

シンワアートオークション株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　惠一　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石田　勝也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシンワアートオーク

ション株式会社の平成22年６月１日から平成23年５月31日までの第22期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年６月１

日から平成22年８月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年６月１日から平成22年８月31日まで）に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、シンワアートオークション株式会社の平成22年８月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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